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【治山事業】

農林水産局 治山課

 



評価調書様式

部課室名 農林水産部 治山課  記入責任者職氏名  治山課長 船田 穣  4128 
 内線

 （担当者氏名）     （太田 雄一郎）  （4132）

  事 業 名  事 業 区 間  総事業費   1.5億円
 事業種目   治山事業

 水源流域地域保全事業     中 村  内用地補償費      - 億円

 所  在  地  事業採択  着工予定  完成予定
 予定年度  年  度  年  度    

      神崎郡 神河町 中村 地内   Ｈ20   Ｈ20   Ｈ22     
 事 業 目 的 事 業 内 容

当該地区は、二級河川市川流域上流部に位置し、地
域の生活用水等の重要な水源地域である。地区内の森
林の保安林率が８割以上と高いものの、手入れ不足に
よる過密林が多く、林内表土の流出及び渓流侵食が進
んでおり、水源かん養機能や国土保全機能等が著しく
低下している。本事業は、荒廃した保安林の復旧整
備などを総合的かつ重点的におこない、水資源の安
定的な供給と山地災害の未然防止を目的とする。

事業主体：兵庫県
事業区域面積：342ha 
補助率：国50％ 県50％
渓間工（谷止工） 5基
荒廃森林の整備（本数調整伐等） 38ha 

 評価視点  評価結果の説明

 (1)必要性 土砂災害防止及び水源かん養機能などの森林のもつ公益的な機能の回復を図
るため、 
１．渓床に不安定な土砂が堆積しているため、防災施設がない箇所に土砂災
害対策が必要である。(渓流１) 

２．風倒木被害跡地は崩壊しやすく流木や土石流対策が必要である。(渓流２)
３．既設の治山ダムは満砂し、上流部は渓流に不安定な風倒木が堆積してい
るため、流木予防対策が必要である。（渓流３） 

４．既設砂防ダム上流域の森林については、過密林分及び風倒木被害等によ
り荒廃が拡大する恐れがあるため、間伐及び丸太筋工の実施と併せて治山
ダムを効果的に配置した森林保全対策が必要である。(渓流４・５) 

また、地元の強い要望がある。 

 (2)有効性・効率性 １．森林整備と治山ダムを効果的に配置することで、高い事業効果が期待できる。
【本事業の費用便益比 Ｂ／Ｃ＝５．４３】

２．事業区域の８割以上が水源かん養等の保安林であるため、治山事業による施
行が適切である。

３．治山ダム設置による山地災害危険地区の整備と間伐等による森林管理100％
作戦の実施を強力に進めることができる。

 (3)環境適合性 本事業は、人工林の整備だけでなく、広葉樹林の整備や広葉樹の植栽をおこな
うことにより、自然環境の保全とともに緑豊かな生活環境の整備に配慮した事
業である。

 (4)優先性 H16風倒木被害で水源地でもある奥地森林が荒廃していることから、より一層
の水源林保全対策が必要な中において、当該事業地は全県下でも優先性の最も
高い箇所である。



●間伐が遅れ林内は暗い　
●下草がなく表土が流出　
●水源かん養機能が低下　

○下草が繁茂  表土流出の抑止     
○水源かん養機能が向上       
○災害に強い山
                            

渓流３

（スリット）

渓流２

渓流４

渓流５

（スリット）

兵庫・神崎工業団地

渓流１ 砂防ダム

水源流域地域保全事業
【神崎郡神河町 中村地区】

○土砂の流出が止まる
○不安定な土砂を止める



工程表 

 
H20 H21 H22    

調査 
      

治山ダム 
      

森林整備 
      

 
      

Ｂ／Ｃ根拠説明資料 

便益（Ｂ）の項目 
 

事

業 
B（便益） 算出方法 

①洪水防止便益 

○洪水を防止することによる便

益 

林野庁作成算定表のとおり 

②流域貯水便益 

○降雨水を貯水することによる

便益 

林野庁作成算定表のとおり 

水

源

か

ん

養 ③水質浄化便益 

○水質を浄化することによる便

益 

林野庁作成算定表のとおり 

災

害

防

止 

①災害防止便益 

○災害を防止することによる便

益 

林野庁作成算定表のとおり 

費用便益比（Ｂ／Ｃ）算出根拠     

B（便益） C（費用） 

総費用 事業費 維持管理費
事

業 
事業名 便益額 

(百万円) 
代表的な効果

(百万円) (百万円) (百万円) 

B 

／C

①洪水防止

便益 
１２８  

②流域貯水

便益 
３６  

③水質浄化

便益 
５２  

④災害防止

便益 
  ５６７  

治

山 
水源流域地域保全

計 ７８３  

１４４ １４４ － 5.43

算定に用いた資料：治山事業費用対効果分析（林野庁）


